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本計画は、「次世代育成支援対策推進法」（平成 15 年法律第 120 号）第 19 条及び「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成 27 年法律第 64 号）第 19 条に基づき、

次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される職場環境を整備するとともに、

男女問わず仕事と生活の調和を図り、意欲をもって働こうとする女性職員の活躍を推進す

る対策を計画的に行うことを目的としています。 

 この度、令和 3 年度から令和 7 年度までを実施期間とした「戸沢村における女性職員の

活躍及び次世代育成支援対策の推進に関する特定事業主行動計画」が終了することを受け、

新たに計画を策定し、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）をさらに推進し、性

別を問わず全ての職員が、育児や介護などのライフステージに応じた多様な働き方を選択

しながら、意欲を持って職務に邁進できる職場環境づくりに取り組んでまいります。 

 

１．計画期間 

 本計画の期間は、令和 8 年度から令和 12 年度までの 5 年間とします。 

 

２．現状把握 

（１）職員の男女の給与の額の差異（令和 6 年度実績） 

職員区分 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

任期の定めのない常勤職員 86.9％ 

任期の定めのない常勤職員以外の職員 72.0％ 

全職員 73.1％ 

 

（２）管理職に占める女性職員の割合（各年４月１日時点） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

18.2％ 33.3％ 33.3％ 25.0％ 25.0％ 

 

  



（３）役職段階にある職員に占める女性職員の割合（各年度４月１日時点） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

課長級 18.2％ 33.3％ 33.3％ 25.0％ 25.0％ 

課長補佐級 50.0％ 33.3％ 42.9％ 50.0％ 60.0％ 

係長級 56.0％ 57.7％ 64.3％ 60.6％ 62.2％ 

 

（４）新規採用職員に占める女性職員の割合（各年度４月１日時点） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

40.0％ 40.0％ 75.0％ 33.3％ 50.0％ 

 

（５）男女別育児休業取得状況 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

男性 0％ 0％ 50％ 100％ 0％ 

女性 100％ 100％ 100％ 100％ － 

 

※参考 令和 2 年度～6 年度育児休業取得者の取得期間の分布状況 

 1 月以下 1 月超 6 月以下 6 月超 12 月以下 12 月超 24 月以下 24 月超 

男性 2 人 1 人 0 人 0 人 0 人 

女性 0 人 4 人 8 人 0 人 1 人 

 

（６）配偶者出産休暇取得状況 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

配偶者出産休暇 80％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

育児参加休暇 0％ 0％ 0％ 0％ 50％ 

 

（７）時間外勤務状況 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１人当たり月平均 7.8 時間 7.4 時間 8.9 時間 6.4 時間 14.7 時間 

月 45 時間を超える

職員数（実人数） 
9 人 8 人 15 人 6 人 40 人 

年 360 時間を超える

職員数（実人数） 
2 人 1 人 2 人 1 人 8 人 

 

  



 

（８）年次有給休暇取得状況 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

１人当たり取得日数 11.2 日 12.5 日 12.1 日 15.4 日 13.4 日 

取得率 56.3％ 63.5％ 61.1％ 77.3％ 67.2％ 

 

３．数値目標 

 令和１２年度末までの達成を目指し、本計画の数値目標を次のとおり設定します。 

 

① 課長級に占める女性職員の割合  25％以上 

〈直近の状況〉 令和７年４月１日 課長級 25.0％ 

 

② 男性育児休業取得率  男性 100％ 

〈直近の状況〉 令和６年度 0％ 

 

③ 男性育児休業平均取得日数  30 日以上 

〈直近の状況〉 過去５年 33.6 日 

 

④ 職員 1 人当たり時間外勤務月平均時間数  8 時間以内 

〈直近の状況〉 令和６年度 14.7 時間 

 

⑤ 時間外勤務 年 360 時間超の職員数 ０人 

〈直近の状況〉 令和 6 年度 ８人 

 

⑥ 職員 1 人当たり年次有給休暇年間平均取得日数  14 日以上 

〈直近の状況〉 令和６年 13.4 日 

 

  



４．実施すべき取組内容 

（１）妊娠中及び子育て中における配慮 

① 母性保護、母性健康管理及び仕事と子育ての両立支援の観点から設けられている

特別休暇、育児休業等の制度について周知徹底を図ります。 

② 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、必要に応じて業務分担の見直しを行います。 

③ 妊娠中の職員に対しては本人の希望に応じ、時間外勤務を原則として命じないこ

ととします。 

 

（２）男性職員の育児参加のための休暇取得の推進 

① 父親となる職員が取得できる、配偶者出産休暇、育児参加休暇及び育児休業等の周

知を徹底し、これらの休暇等の取得を推進します。 

 

（３）子育てしやすい環境の整備 

① 職員本人またはその配偶者の妊娠・出産等の申出があった際には、育児休業及び部

分休業の取得例や各種休暇制度について個別に説明を実施し、育児休業等を取得

するメリットを周知するとともに、対象職員の不安の軽減を図ります。あわせて、

子が 3 歳に達するまでの適切な時期に、職員の仕事と育児の両立に関する希望を

個別に聴取し、職員の意向に配慮するよう努めます。 

② 育児休業及び部分休業に対する職場の意識改革を進め、育児休業等を取得しやす

い雰囲気を醸成します。 

③ 育児休業を取得している職員が円滑に職場に復帰できるよう、休業期間中の職場

内の情報を、適宜、提供する等必要な支援を行います。また、育児休業等を取得し

たことにより、人事上の不利な取扱いを受けることのないよう配慮します。 

④ 職員が産前産後休暇または育児休業を取得する際には、職員が安心して休暇等を

取得できるよう、職場内の仕事の分担の見直しを図り、必要に応じて会計年度任用

職員を任用するなど、代替要員の確保に努めます。 

⑤ 子育て中の職員の異動に関しては、特に仕事及び生活環境が大きく変化する部署

への異動については、子育ての状況に応じ可能な範囲で配慮します。 

⑥ 3 歳以上小学校就学前の子を養育する職員が、仕事と子育てを両立しながら勤務を

継続できるよう、柔軟な働き方を実現するための措置（時差出勤、育児短時間勤務

制度の利用促進、育児を目的とした休暇の取得促進等）の整備・周知に努めます。 

 

（４）時間外勤務の縮減 

 超過勤務の縮減については、現在子育て中の職員だけでなく、その他の職員も含め、職

場全体での取り組みを推進します。 

① 小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び時間外勤務の制



限の制度について周知を図ります。 

② 毎週金曜日を定時退庁日に設定するとともに、管理職員が各職員に早期退庁を推

奨します。 

③ 各所属において、職員の業務分担の見直しを定期的に行い、各職員の業務量の平準

化を図り、超過勤務の偏りの解消について検討を行います。 

④ 総務課長は、各課等の時間外勤務の状況を把握し、課長等を通じて時間外勤務削減

のための取り組みに努めます。また、恒常的に時間外勤務の多い職場や職員につい

ては、当該課長等からのヒアリングを行ったうえで、注意喚起を行います。 

 

（５）休暇の取得促進 

① 管理職は、所属職員の年次有給休暇の取得状況を把握し計画的な年次休暇の取得

促進を図ります。また、自ら進んで休暇を取得して所属職員にも取得を促す等、職

場全体で休暇を取得しやすい雰囲気の醸成や環境整備を図ります。 

職員についても計画的に仕事を進め、年次有給休暇を効率的・効果的に取得できる

よう取得促進を図ります。 

② ゴールデンウイーク期間や子どもの春休み・夏休み期間及び年末年始期間におけ

る連続休暇の取得を奨励し、取得の促進を図ります。 

③ 子どもの看護のための特別休暇を周知するとともに、年次有給休暇等と併用しな

がら看護のための休暇が取得できるよう職場全体で支援します。 

 

（６）家庭・男女の役割についての意識啓発 

職員が家庭と仕事を両立し、能力を十分に発揮できる職場づくりのため、これまでの働

き方や固定的な男女の役割分担意識等の是正についての情報提供や意識啓発を行います。 

 

（７）心身ともに健康を保持するための取り組み 

健康診断やストレスチェックの実施等、職員の健康面における配慮を充実させます。ま

た、女性特有のライフステージに伴う健康上の特性（月経、妊娠・出産、更年期、不妊治

療等）に配慮し、必要な休暇制度の周知や、相談しやすい環境の整備に努めます。なお、

これらの健康に関する情報は、職員のプライバシー保護に特に留意して取り扱います。 

 

（８）ハラスメント防止に関する取組 

 ハラスメントの防止に向けて、指針や研修による意識啓発を図り、職員一人ひとりが理

解を深め職務遂行上の能力を十分に発揮できる風通しのよい職場環境の確保に努めます。 

 

（９）女性職員の登用率の向上 

 性別にかかわらず、キャリア形成に係る研修等の参加を促すとともに、登用に必要な経

験の獲得機会を拡充する人事配置に努めます。また、ライフステージに合わせた柔軟な勤



務制度の周知・利用促進を推進します。 

 

５．計画の推進・進捗管理 

（１）推進体制 

本計画の推進に当たっては、総務課が中心となり、全庁的な取り組みとして推進します。 

（２）進捗管理 

毎年度、取り組みの実施状況及び数値目標の達成状況を確認し、ホームページ等で公表

します。 

（３）計画の見直し 

 社会情勢の変化や取り組み状況を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 


